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稼働中　　449 対象市町村数　　138 稼働中　　444 RDF受入施設数　　123













































































































































































































































































































































































（出典） 山川肇 ｢不法投棄と自家焼却は有料化によって増えるものではない｣ 『月刊廃棄物』 2001.2,ｐ.15.
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うことになる点である。有色半透明という程度であるならば端材を用いた「リサイクル製品」として袋が作れ、環
境負荷を増やすことはない。しかし完全透明や炭カル混入など、新品素材からでないと出来ない指定袋はやや問題
になる可能性がある。特に今後大都市で有料化＝指定袋が導入されていくと、袋の安定供給が問題になる。袋の供
給者を１社に限定したりすると、何かの事故で袋が品不足になったりする可能性がある。袋業者はあまり規模の大
きいものはなく、数百万都市への供給は長期的視野に立たないと対応できないという。余裕を持って在庫をたくさ
ん用意しておくと、例えば合併があって料金体系が変わったりしたときに買い戻し等の余計な手間が増えるという
こともあり得る。
財政的には、費用負担が処理費用の数分の一に過ぎないこと、また指定袋の作成費用・販売手数料（通常の大型
袋で１枚10円くらいと言われる）もあって、ほとんど寄与していないようである。長岡市では平成17年度の予算と
して手数料収入約７億円を見込んでいたが、その多くは事業系ごみ、持ち込みごみの手数料であり、家庭用指定袋
販売による収入は１億円程度にとどまるという推計もある。これは長岡市全体（合併前）の廃棄物処理事業経費37
億円に比し見るべきものはないと思えるが、もともと減量化が目的であるので、この点はあまり問題にはなるまい。
しかし同時にリサイクルのための体制整備を行ったところでは、例えば選別場等中間処理施設の用意など事業経費
がかなり増える例がある。費用効果の十分な見通しと説明が必要だろう。一般的には容リ法回収を行わないと㎏あ
たり数十円の処理コストが、100円近く（場合によってはそれ以上）に上昇することもあるといわれている。減量化
は市民の協力とともに、行政にも大きな負担をもたらすのである。
この点に関して言えば、容リ法によるリサイクル資源の回収を担当する自治体が産業界に対し応分の費用負担を
求める声が上がり始めている（名古屋市、ごみレポート）。ごみ処理費用を市民ではなく業界に負担させよという有
料化反対意見があるが、この点は国会などで論じられるべきことだろう。
ごみ処理の有料化は前述のように条例の制定を必要とする。そしていくつかの政党が「原則的に反対」という立
場をとっていることも事実である。従って現実の有料化にあたっては、次のような手順を必要とする。
①　地域の環境基本計画、廃棄物処理計画等で「有料化」の基本的方向を打ち出す
②　有料化導入計画を作る（内部）
③　地域説明会、公聴会を開催する
④　議会説得を行う
⑤　条例可決、有料化実施
指定袋制をとるならば、実施の数ヶ月前には袋が一般の人々の手に入るようにならなければならない。すなわち
発注は実施の２年前位から行わないと準備できない。
また③の説明会はかなり時間が必要となる。住民のどれだけが説明会に参加するかは地域の特性によって異なる
が、市町村合併においてどの程度説明会が行われたかが一つの参考になろう。長岡市の場合は全世帯の５分の１程
度が出席したことになる。この手間は大変なもので、主に夜間・日曜祭日に行われることになろうから、担当職員
だけでは到底対応できない。他部局・職員OBの応援を求める等の配慮が必要となる。
また説明会で反論が多数出て、担当者が説明できなかったりするとその後の展開が困難になる。事前準備が十分
になされなければならない。さらに首長などトップの方針が変わったりすると、これも問題になる。いくつか例を
あげる。
①　藤沢市
平成９年、市の運営する電子掲示板で有料化の意見が出る。平成16年、市の審議会で有料化の提案がなされる。
17年にパブリックコメントを求める会を開催するが、アンケートでは41.2％が反対する、反対請願の署名が４万人を
超えるなど混乱が続いた。これを見てトップ判断により18年６月、有料化案提出を断念するという発表がなされた。
しかしその後同年９月、個別収集を含む条例改正案が再度提出され、可決された。６月から９月に至る間、市は数
十回の説明会を開催するほか、条例可決後もさらに地区説明会を継続することになっている。
②　広島県府中市
平成13年、RDF導入を検討したが実現に至らず。平成18年７月、有料化を審議会に諮問、審議会は有料化導入を
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やむなしとする答申を提出した。しかし市担当者は、実施までの時間が半年しかなく対応できないことを理由に８
月議会への上程を断念した。
③　東京都多摩市
多摩市は日之出町処分場を他の市町村と共同利用している。他の市町村が減量化を目的とした有料化を導入して
いるので、平成15年有料化を審議会に諮問した。17年２月に答申があり、７月に有料化方針が発表された。続いて
議会に条例が提出されたが、12月委員会で審議未了廃案となってしまった。
④　札幌市
審議会への諮問、答申を経て有料化の計画を検討していたが、答申自体が結論をまとめきれず、さらに政治的な
要因により実施が遅れていると伝えられている。
その他いくつか例があるだろうが、ここでは割愛する。要するに有料化実施には少なくとも２～３年の準備が必
要になる。この間一貫して対応できるかどうかが有料化導入の鍵となる。名古屋市は「危機宣言」後時間がなかっ
たために有料化の導入を断念したと伝えられており、皮肉なことに有料化導入をしなくてもかなりの減量化が達成
できてしまったために、今後の有料化が極めて困難になってしまっているとも言えるだろう。
７．まとめ
有料化は少なくとも住民のごみ減量化に対する意識を高めるために大きな効果を持っている。しかし現状ではご
み減量化は「リサイクル」に向かっており、より重要な「リデュース」「リユース」にはあまり向いていないようで
ある。有料化区域の住民としては、なるべくごみが少なくなるようには気をつけて買い物はしているが、容器包装
類はリサイクルできると思うとあまり意識しなくなる。メーカーの方も有料化導入地域の住民数はまだ20％以下で
あり、消費の多い大都市ではほとんど意識されていないことを思えば、それほど容器包装の簡略化・削減化にモチ
ベーションが働いていないのではないかと思われるのは邪推だろうか。
では、リサイクル、有料化の次にごみを削減・減量化する手法、政策的手段は何なのだろうか。リデュースより
も依然リサイクルの余地がまだあると見られている。その最大のものは生ごみ、食物残渣である。バイオ的手法で
生ごみをリサイクルすることが各地で検討されており、技術的には一応の完成度を見ているが、費用効果、あるい
は不特定多数の利用者がいる都市部で、悪意または過失による異物の混入にどう対処できるかという点が未解決課
題として残っている。かといって各戸に処理装置を義務付けたり、ディスポーザを認めたりすることにも問題が残
るだろう。
一方で容器包装はどうなるか。事業者のうちには容リ法による負担が次第に厳しくなっていることから、プラを
やめて紙容器に移行したりする動きもある。地球環境上は、少なくともLCAで分析する限りあまり良いこととは思
えないので、政策方向の修正が必要だろう。レジ袋お断り、マイバックに代表される住民の意識は次第に高まりつ
つはあるものの、まだ全体の動きにはなっていない。リユース・リデュースに向けた一歩進んだ行政の介入も必要
とされているのかも知れない。
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